
単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

件 1 1 0 1

％ 100 100 0 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

か所 49 48 48 50

％ 98 96 96 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

㎡ 16,899 1,506 47,735 3,000

％ 112.7 100 101.6 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

本 45 3 11 25

％ 180 12 44 ―

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：411　施策名：ふるさとのみどりを保全し、新たなみどりをつくる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

1 緑化推進事務

　区内に残された貴
重な樹林地などを保
全し、後世にみどりを
継承するため

50

成
果
指
標

樹林地所有者
との新規協議
件数

み
ど
り
推
進
課

経
費

投入経費 千円 56,873 36,588 64,172 152,619

上記のうち
人件費

千円

A B

 「みどり30推進計画」に基づき、さまざまな事
業を実施し、最新の調査（平成23年度）では
25.4％と23区では一番高い結果となっている。
一方で5年前（平成18年度）の結果と比べると
0.7ポイントの減少となり、平成24年度には、5
か年の取り組みによる課題等を踏まえた新た
な事業計画を策定し、新たな事業について着
実に取り組んでいる。
　今後は、特別緑地保全地区の指定を含め、
都市計画緑地等他の制度を活用し、効果的な
樹林地の保全に取り組む。

A

　特別緑地保全地区制度につい
ては引き続き、国、東京都、他自
治体と現状や課題の共有を図
る。
　また、「みどり30推進計画第二
期事業計画」に基づく事業を着
実に推進する。

B

目標

B B A

24,000 19,520 27,571 24,174

目標

B B A

7,200 11,840 10,033 13,746

76,308 63,591 65,172 68,262

2 憩いの森等事務
　樹林地を所有者か
ら借り受け、区民に
開放するため

53

成
果
指
標

憩いの森、街
かどの森の指
定か所数

3 公園新設事務

みどりと水の拠点と
なる新しい公園等を
整備し、みどりと水の
ネットワークの構築を
推進するため

51

成
果
指
標

区立公園およ
び緑地の新規
整備面積
（１公園新設事
務によるもの）
（目標数値は
長期計画によ
る）

経
費

投入経費 千円

上記のうち
人件費

千円

目標

B A A

41,600 37,280 29,230 24,490

み
ど
り
推
進
課

A B

　樹林地の保全は、練馬のみどりを守る手段と
して大変重要である。この事業は民有地のみ
どりを守りながら無償貸借契約により区民に開
放することができるという成果を上げている。今
後も憩いの森の適正管理をすることにより、樹
林地の保全に努めていく。

B
練馬みどりの機構の憩いの森の
管理運営委託について検討を行
う。

B

14,220

4
保護樹木等の調査
および管理事務（保
護樹木の管理）

　保護樹木・保護樹
林を指定し、保護に
努めるため

53

成
果
指
標

保護樹木新規
指定数

計
画
課

経
費

投入経費 千円 5,457,987 703,672 2,047,564 1,055,123

上記のうち
人件費

千円

A A
みどりと水の拠点となる公園の整備が、計画に
沿って着実に進んでいる。

A

①大規模公園の工事が計画通
り円滑に進むよう、関係機関等
との調整を充分に行う。
②整備内容等について、引き続
き、区民意見を聴く機会を設ける
など、区民ニーズに応えた公園
づくりを行う。

B

み
ど
り
推
進
課経

費

投入経費 千円 38,305 27,704 36,748 51,247

上記のうち
人件費

千円

A B

　民有地にある練馬のみどりを守るため、所有
者負担の軽減につながる保護樹木等の事業
は必要である。平成25年度は所有者支援制度
の見直しを行ったので、今後は検証を行う。

A
　補助金制度の見直しを行った
ことについて、効果と実績につい
て検証を行う必要がある

B

目標

B B B1

4,000 6,800 11,771



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：411　施策名：ふるさとのみどりを保全し、新たなみどりをつくる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

人 40 42 21 60

％ 66.7 70.0 35.0 ―
5
施設緑化事務（民
間施設）

　みどり豊かで潤い
のある街並みを形成
するため

53

成
果
指
標

生け垣・屋上
緑化・壁面緑
化助成事業の
延べ利用者数

目標

B

経
費

投入経費 千円 23,048 26,212 32,002 31,498

上記のうち
人件費

千円 8,000 13,040 16,985 14,615

　生け垣化助成は目標数を下回ったものの、着
実に生け垣緑化や屋上緑化が進んでいる。

B

生け垣化助成については、住宅
展示場などよりニーズが見込ま
れる場所でパンフレットを置き、
需要の掘り起こしを行う。

B

み
ど
り
推
進
課

B A A B



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

人 23,096 24,982 20,116 25,000

％ 90.0 99.9 80.5 ―
B

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：412　施策名：みどりを愛しはぐくむ活動を広げる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

来園者数
（来園者数／
目標来園者
数）

み
ど
り
推
進
課経

費

投入経費 千円 34,298 47,296 41,573 42,555

上記のうち
人件費

千円

A A

　博士が愛した庭園の中でみどりに親しむこと
ができ、他の施設と比べても練馬区ならではの
特色のある庭園である。事業規模も適切であり
良好に進んでいる。

B

　現在、牧野記念庭園管理作業
（園内清掃、樹木等の管理）およ
び牧野記念館の展示管理運営
を委託している。
　引き続き、観察会、園芸教室
等の充実を図るための検討を
行っていく。
　入園者数が減少傾向にあるこ
とから、引き続き特色ある展示
会を企画・開催する。

1
花とみどりの相談
所等事務（牧野記
念庭園）

　世界的に有名な植
物学者牧野富太郎
博士の居住地を庭園
として開放し、広く一
般に博士の業績を紹
介し、みどりの文化
の向上に寄与するた
め

55

成
果
指
標

目標

B B A

1,600 10,320 8,690 7,505



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

― 制度設計 制度検討 制度検討
モデル事
業実施

％ 100.0 ― ― ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

件 666 684 830 557

％ 119.6 122.8 149.0 ―

B

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：421　施策名：区民・事業者による身近なところからの地球温暖化防止を促進する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

制度創設の進
捗状況

環
境
課

経
費

投入経費 千円 6,640 1,280 1,027 3,001

上記のうち
人件費

千円

A B

カーボン・オフセットについて、国の認証制度等
を参考に検討を行ったが、区内の樹林では直
ちに制度創設はできないことが判明した。
そのような状況の中でも、カーボン・オフセット
の考え方を取り入れ、区独自の事業であるエコ
ライフチェック事業と連携した方法を検討し、平
成26年度に実施する予定とした。

B

区が実施しているエコライフ
チェック事業は、小中学生を中
心に、広く区民に協力を求める
事業である。この事業と連携し
て、カーボン・オフセットに関連す
る事業を行うことで、より多くの
区民の環境意識が高まり、地球
温暖化対策の取組拡大を図る。

1

地球温暖化対策推
進事務（（仮称）練
馬区版カーボン・オ
フセット制度の創
設）

温室効果ガス排出量
を削減し、地球温暖
化対策を推進するた
め。

56

成
果
指
標

目標

B AAAA

3,200 15,520 12,403 12,324

目標

A B A

1,600 1,280 1,027 1,501

2

地球温暖化対策推
進事務（住宅・事業
所の地球温暖化対
策設備設置補助）

地球温暖化対策の
推進および区民の環
境意識の高揚を図る
ため。

57

成
果
指
標

地球温暖化対
策住宅用設備
設置補助件数 環

境
課

経
費

投入経費 千円 61,066 75,505 77,507 74,448

上記のうち
人件費

千円

A AA

本補助制度は家庭や事業所から排出される二
酸化炭素削減のために、効率的かつ効果的な
補助制度であり、区民のニーズをとらえ良好に
進んでいる。また、申請者が多い場合には、抽
選で交付者を決定しているため公平である。

A

区民のニーズをとらえて実施す
ることが必要であり、どのような
補助メニューが必要かを他区の
事例等を参考に検討していく。

B



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

基 677 723 582 300

％ 112.8 241.0 194.0 ―

F

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：423　施策名：区が率先して地球温暖化防止に取り組む】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

練馬区長期計
画での計画数
に対する省エ
ネルギー化改
修が完了した
街路灯の数

道
路
公
園
課

経
費

投入経費 千円 76,386 81,083 65,405 40,926

上記のうち
人件費

千円

A A

　　平成26年度までの長期計画では、1,500基
の水銀灯100Wを省エネルギー型街路灯に改
良する計画になっている。これが達成されると
平成22年度の総電力量に比べ5％以上の節電
になる。実際は、補正予算を組み着実に事業
を行った結果、約2,000基の街路灯を省エネル
ギー化することが出来た。

A

 　代替製品がなく懸案事項で
あったデザイン型街路灯の歩道
部分照明(水銀灯100W）約４００
灯に関し省エネルギー性能の高
い製品が発売され、今回試験設
置を経て本格的に導入する。
その結果、平成26年度末までに
水銀灯100W　約2,900基改修す
る目途が立ち、水銀灯100Wに関
しては計画完了の見込みであ
る。

1

温暖化防止足元か
らの行動促進事務
（街路灯の省エネ
ルギー化）

地球温暖化防止に
向けて練馬区の温室
効果ガス総排出量を
削減するため。

58

成
果
指
標

目標

B AA A

4,000 2,400 2,370 2,370



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

％ 0 0 10 20

％ 0 0 100 ―

B

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：424　施策名：ごみの発生を抑制する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

計画どおり事
業が進捗して
いる割合
（基本設計
10％、実施設
計20％、整備
工事70％の比
率とする。）

清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課

経
費

投入経費 千円 800 2,400 16,441 21,069

上記のうち
人件費

千円

A A
「関越高架下活用施設建設懇談会」を設置し、
住民・施設利用者等の意見を聴きながら、施設
整備内容を検討し基本設計に反映させた。

A
高架下空間の特性を踏まえた施
設整備を進める。

1
リサイクルセンター
整備事務

区民との協働による
環境・リサイクルに関
する情報発信等の普
及啓発事業の拠点を
整備するため。

59

成
果
指
標

目標

B A A

800 2,400 8,848 8,769



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

％ 24.4 24.7 25.1 27.3

％ 95.3 94.3 94.0 ―

A

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：425　施策名：リサイクルを進める】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

ごみと資源を
合わせた総量
に対する資源
の割合
｛回収資源量/
（ごみの総量
＋回収資源
量）｝

清
掃
リ
サ
イ
ク
ル
課

経
費

投入経費 千円 2,756,034 2,643,673 2,540,712 2,673,115

上記のうち
人件費

千円

A B

ごみが減量する一方で、びん・缶・ペットボトル
の回収か所の増加等により区民が資源をより
出しやすくなっており、区のリサイクル率向上の
ため、有効に資源化が進んでいる。

B

・引き続き集団回収の拡充に取
り組むため、報奨金のあり方を
検討する。
・回収空白地域の解消のため、
小型家電の回収拠点を更に増
やす。
・蛍光管回収量の増加のため、
回収方法を含めた検討を行う。

1
リサイクル推進事
務

ごみの減量とリサイ
クルを推進するた
め。

60

成
果
指
標

目標

B B A

66,400 115,360 111,785 115,024



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

― ―
実施状況
報告書作
成

変更素案作成 計画変更

％ ― 100 100 ―

B

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：442　施策名：土地利用を計画的に誘導する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

都市計画マス
タープランは、
まちづくりの総
合的な指針で
あり数値目標
の記載は無い
ことから、運用
について指標
化することは
できない。

都
市
計
画
課

経
費

投入経費 千円 2,598 26,390 27,743 27,577

上記のうち
人件費

千円

A A

区全体のまちづくりの方針である都市計画マス
タープランの運用により、区が主体に進めるま
ちづくり、住民等が主体に進めるまちづくりは良
好に推進されている。
また、今後のまちづくりの進捗状況を見据え、
都市計画マスタープランの改定を進めている。

A
練馬区まちづくり条例の規定に
基づき、練馬区都市計画マス
タープランを改定する。

1
市街地整備推進事
務（都市計画マス
タープランの運用）

練馬区のまちづくり
の総合的指針である
都市計画マスタープ
ランの運用を踏まえ
たまちづくりを推進す
るため。

-

成
果
指
標

目標

B A A

1,600 15,680 15,563 15,563



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

- 257 309 317 364

％ 100 94.8 95.2 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

m 770 700 1,347

％ 100 69.3 100 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

ha 40 44 44 46

％ 100 100 100 ―

ま
ち
づ
く
り
推
進
調
整

課

経
費

投入経費 千円 86,481 16,777 8,938 53,624

上記のうち
人件費

千円

A A

土地区画整理事業により、道路や公園等の公
共施設の整備・改善、宅地の利用増進が一体
的に進められている。また、新規検討地区の相
談については、その地域ごとの状況や地権者
の意向を十分に把握し、随時事業化へ向けた
協議を行っている。

A

新規検討地区について、平成２
６年度の事業開始および円滑な
事業推進に向け、コンサルタント
や地権者と十分に調整を行って
いく。

B

目標

A A A

8,000 9,040 8,927 8,927

土
支
田
中
央
区
画
整
理

課

経
費

投入経費 千円 944,998 1,091,716 882,493 143,950

上記のうち
人件費

千円

A A
平成25年度をもって道路整備等工事が完了し
た。また、換地処分に向けた出来形確認測量
にも着手し、計画どおり進捗しているため。

A

１　平成27年度末の換地処分に
向けた換地計画（案）を作成す
る。
２　地域住民に対する説明責任
を果たし、引き続き区画整理事
業に対する理解と協力を得なが
ら事業の進行管理をする。

B2
土支田中央区画整
理事務

土支田新駅周辺地
区を区画整理事業に
より良好な都市環境
を形成するとともに、
大江戸線延伸促進
に寄与するため

66

成
果
指
標

事業による道
路整備延長
（年度別）

3
組合等土地区画整
理推進事務（区画
整理事業）

土地区画整理事業
により市街地環境を
整備するため

67

成
果
指
標

土地区画整理
事業で整備し
た面積（累計）

B B A

51,200 54,080 51,192 56,564

目標

B A A

100,000 112,160 89,428 68,256

1
地域まちづくり推進
事務（地区まちづく
り）

幹線道路の整備を契
機とし、よりよい住環
境を形成するため

61
62
63
64
65

成
果
指
標

地区計画等、
面的整備計画
の計画策定進
捗度
以下の指数に
より算定した
各区域の進捗
度の合計値
【①基礎調査
20　②前期合
意形成　40
③中期合意形
成　60　④後
期合意形成
80　⑤計画決
定　100】

東
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課
・
西
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課
・

大
江
戸
線
延
伸
推
進
課

経
費

投入経費 千円 93,084 83,393 77,121 89,778

上記のうち
人件費

千円

A B

都市計画道路の整備に伴う課題の解決ととも
に、沿道にふさわしいまちづくりが求められる
中で、地域住民の合意形成を丁寧に図りなが
ら、道路の整備進捗にあわせたまちづくりの検
討を着実に進めることができている。

A

地区計画の策定等の作成に向
けて、地域住民の意向を把握し
計画に反映するよう努めるととも
に、計画内容については広く周
知し丁寧な合意形成を図る。

B

目標

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：451　施策名：良好な市街地を形成する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：451　施策名：良好な市街地を形成する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

件 486 516 547 580

％ 99.2 99.2 99.4 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

地区 28 30 30 42

％ 100 93.8 75 ―

ま
ち
づ
く
り
推
進
調
整
課

経
費

A

沿道地区計画の規制内容を適
切に周知することで、制限内容
に沿った防音・遮音機能の高い
住宅の建設を誘導する。

B

目標

B

4,800 3,600

投入経費 千円 4,800 3,600 8,918 4,582

上記のうち
人件費

千円

　沿道地区計画区域内における建築物の規制
誘導は、権利者の建替え等が事業進展の要因
となる。このため、事業目的の達成に長期の年
月を要するものの、着実に成果を上げていると
判断する。

A A

6,083 4,582

B A4
市街地整備推進事
務（地区まちづくり）

　幹線道路の自動車
交通騒音から居住空
間の静穏性を守ると
ともに、幹線道沿道
にふさわしい土地利
用を誘導するため。
避難路沿道では、地
震時の二次災害とし
て発生する火災の延
焼防止と避難者の安
全を確保するため。
また、建築物の共同
化等により市街地環
境の向上と優良な住
宅の供給促進を図る
ため。

74

成
果
指
標

沿道地区計画
の区域内にお
ける
建築物に関す
る届出件数
（累計）

5 地区計画推進事務
良好な市街地の保
全と形成を図るため

68

成
果
指
標

地区計画の策
定数(累計)

目標

A

経
費

投入経費 千円 125,599 71,562 132,351 302,538

上記のうち
人件費

千円 19,200 34,880 46,689 37,604

B A A B

　地区計画区域内における建築物の規制誘導
は、権利者の土地利用等が事業進展の要因と
なる。目標とする地区計画の策定数は達成出
来なかったが、策定済みの地区計画区域内で
の建替え等では、制限に適合する建築行為が
行われ良好な市街地の形成が進んでいるた
め、長期の年月を要するものの、事業目的の
達成に向け着実に成果を上げていると判断す
る。

A

地区計画の制限内容が明確で
ないもに関しては取扱い基準を
整理し、制限内容を正確に周知
することにより、良好な市街地の
形成を誘導する。

B

ま
ち
づ
く
り
推
進
調
整
課



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

－
協定・契
約締結整
備（一部）

整備（一部）
整備

開設準備
施設開設

－ 達成 達成 達成 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

指数 80 100 190 205

％ 100 100 100 ―

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：452　施策名：まちの拠点機能を向上させる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

1
練馬駅北口区有地
活用事業

「練馬の中心核」を形
成する拠点の一つと
して、賑わいの醸成
と活力の創造をめざ
すため

69

成
果
指
標

活用に向けた
進捗状況

経
済
課

経
費

投入経費 千円 22,228 6,400 13,316 0

上記のうち
人件費

千円

A A

　平成26年3月の施設完成をめざし、日立キャ
ピタルグループとの定例会を通して進捗管理、
設備調整、協議等を行い、スケジュール通りに
平成26年3月に建物が竣工した。
　建物の開館に向けて、日立キャピタルグルー
プは、民間テナントの選定・決定、開設等の調
整を図り開設の準備が整った。

A

建物管理組合が周辺商店会と
の会議などを通して互いの連携
を深め、練馬まつりやつつじ祭り
をはじめとする地域のイベント等
への積極的な参加や、それらの
周知・PRに協力するとともに、区
施設・民間施設がそれぞれの事
業を適切に実施することで、地
域全体の賑わいの醸成と活力
の創造を実施する。

F

目標

B A A

8,000 6,400 11,218 0

目標

B A A

12,000 9,280 9,164 11,455

19,243 16,077 15,173 19,575

2
地域まちづくり推進
事務（石神井公園
駅）

駅周辺の地域拠点
の機能向上を図るた
め

70

成
果
指
標

【地区計画の都
市計画決定】
①基礎調査 20
②前期合意形
成 40 ③中期
合意形成 60④
後期合意形成
80 ⑤計画決定
100
【地区計画の都
市計画変更】
①基礎調査 20
②前期合意形
成 40 ③中期
合意形成 60
④後期合意形
成 80 ⑤計画
決定 100
【建築物の共同
化支援】
①基礎調査 20
②準備組合設
立 40 ③都市
計画決定 60
④組合設立 80
⑤権利変換計
画認可 100

経
費

投入経費 千円

上記のうち
人件費

千円

西
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

A A

　補助232号線Ｉ－２期区間の一部にて、共同化
事業に向けた再開発準備組合が設立され、補
助132号線Ⅲ期沿道地区においても地区整備
計画策定に向けた課題整理がなされた。

B

・地区計画の都市計画変更につ
いては、委託によるコンサル派
遣を継続し、住民の意向を踏ま
えた計画策定を進める。
・建築物の共同化支援について
は、当面の課題である再開発の
都市計画決定に向けて、準備組
合に対して指導、助言を行う。

B



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：452　施策名：まちの拠点機能を向上させる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

指数 330 390 440 500

％ 100 100 100 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

指数 248 310 233 252

％ 100 106.9 100 ―

3
地域まちづくり推進
事務（大泉学園駅）

駅周辺の地域拠点
の機能向上を図るた
め

71

成
果
指
標

計画策定の進捗
度（進捗指数の各
地区の合計）
【再開発事業】
①基礎調査　２０
②前期合意形成
４０　③中期合意
形成　６０　④後
期合意形成　８０
⑤計画決定　１０
０　⑥事業認可
１２０　⑦権利変
換　１４０　⑧整備
（一部）　１６０⑨
整備（大部分）　１
８０　⑩竣工　２０
０
【商業地区、住宅
地区、北西地区】
①基礎調査　２０
②前期合意形成
４０　③中期合意
形成　６０　④後
期合意形成　８０
⑤計画決定　１０
０

目標

AB A A

40,000 49,440 51,350 48,901

22,357

4
地域まちづくり推進
事務（生活拠点）

練馬駅、石神井公園
駅、大泉学園駅、光
が丘駅を除く区内各
駅周辺の拠点機能
の向上を図るため

72

成
果
指
標

計画策定の進
捗度（進捗指数
の各地区の合
計）
①基礎調査　20
②前期合意形
成　40　③中期
合意形成　60
④後期合意形
成　80　⑤計画
決定　100

西
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

経
費

投入経費 千円 165,087 2,398,423 1,323,665 2,939,336

上記のうち
人件費

千円

A A

　平成14年度に南口中心の市街地再開発事業
が完了し、現在は北口を中心としたまちづくりを
推進するため、市街地再開発事業が施工中で
あるとともに地区計画等の都市計画決定がな
され、良好に進んでいる。

A

①北口再開発ビルの工事完
了・・・権利者への支援と再開発
組合への補助金等の適正な執
行
①北口駅前広場の整備完了・・・
工事進捗の管理と工事に対する
近隣への配慮および協力
②駅周辺まちづくり・・・北西地区
におけるまちづくり方針について
の周知等

B

東
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課
　
西
部
地

域
ま
ち
づ
く
り
課

経
費

投入経費 千円 54,458 45,577 46,396 41,241

上記のうち
人件費

千円

A A

　上石神井駅周辺地区では、平成20年3月策
定のまちづくり構想に基づき、より具体的なま
ちづくりについて検討を行った。
　武蔵関駅周辺地区では、まちづくり協議会か
ら平成24年5月練馬区に提出された提言書をも
とに「武蔵関駅周辺地区まちづくり構想（案）」を
作成した。
　上井草駅周辺地区では、まちづくり協議会か
ら平成25年3月練馬区に提出された提言書をも
とに「上井草駅周辺地区（下石神井四丁目）ま
ちづくり構想（素案）」を作成した。

B

重点地区まちづくり計画の策定
にあたっては、今後も地域住民
の意向を把握し計画に反映させ
るよう引き続き努めるとともに、
計画内容等については広く周知
し丁寧な合意形成を図る。また、
重点地区まちづくり計画策定後
は、まちづくり手法の検討を行う
など具体的なまちづくりに取り組
む。

B

目標

B A A

32,000 26,240 25,280



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

㎡ 15,137 15,428 15,755 ―

％ ― ― ― ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

件 335 400 281 232

％ 173.6 200 106.8 ―

B

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：453　施策名：災害に強いまちをつくる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

道路・公園等
用地取得面積
（延べ面積）

東
部
地
域
ま
ち
づ
く
り
課

経
費

投入経費 千円 2,714,275 2,708,493 862,515 2,981,554

上記のうち
人件費

千円

A A
地域の協力により用地取得および道路・公園
整備が着実に進み、まちの防災性が高まって
いる。

A

①江古田北部地区、北町地区
は事業期間を踏まえ未取得用
地の買収に尽力し、未整備箇所
の整備を進めるとともに、今後の
事業の進め方について整理をす
る。
②貫井・富士見台地区におい
て、事業をさらに推進するため、
推進業務委託をプロポーザル方
式により決定する。

1
密集住宅市街地整
備促進事業推進事
務

道路、公園の整備お
よび建替え支援によ
る住宅の不燃化を促
すことにより地区の
安全性の向上を図
り、災害に強い総合
的なまちづくりを進め
るため

73

成
果
指
標

目標

B A A

16,000 25,120 38,789 38,710

目標

AB A A

24,000 27,520 27,176 42,660

2
耐震化促進関連事
務

　耐震診断、実施設
計および耐震改修工
事に要する費用の一
部を助成することに
より、建築物の耐震
性の向上を図り、災
害に強いまちづくりを
目指すため

75

成
果
指
標

耐震改修工事
等助成件数

建
築
課

経
費

投入経費 千円 220,814 427,228 392,226 961,291

上記のうち
人件費

千円

A A

国および都による法律の改正や条例の期限延
長が行われ、区としてもこれらの動きに連動し
て助成要綱の見直し作業を実施した。これによ
り耐震化支援事業の拡充および推進がさらに
図られることとになり、事業は良好に進んだ。

A

・特定緊急輸送道路沿道建築物
の耐震診断を全棟完了させ、さ
らに個別に働きかけて実施設計
や改修等へ誘導していく。
・多くの区民の方々が利用しや
すい場所で耐震相談会を開催し
て助成制度の周知を行い、耐震
化への理解を深めてもらう。また
簡易耐震診断の受診だけで止
まっている方々に対して、精密
診断以降へ進ませるべく積極的
に働きかける。

B



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

駅 2 3 3 3

％ 100 150 100 ―
B

目標

AB B A

4,000 6,880 2,765 2,765

鉄道駅施設の
調査検討を行
うとともに、鉄
道事業者への
働きかけを行
う

交
通
企
画
課

経
費

投入経費 千円 7,547 9,799 4,467 5,720

上記のうち
人件費

千円

A B

区内すべての鉄道駅でバリアフリールートが１
ルート確保されている。一方で、区民からは更
なるバリアフリー化についての要望があり、２５
年度は昨年度に引き続き、鉄道駅のバリアフ
リー施設に関する調査検討を行い、駅施設に
ついて区民の意見などを把握した。また、その
調査結果を踏まえ、鉄道事業者に働きかけを
行った。

A

・引き続き更なるバリアフリー化
を促進するために調査検討を行
うとともに、鉄道事業者へ更なる
バリアフリー施設の整備推進を
働きかけていく。

1
交通施設整備計画
推進事務（鉄道駅
バリアフリー事業）

鉄道駅における更な
るバリアフリー施設を
整備促進することに
より、だれもが快適
に移動できる交通環
境を実現するため。

76

成
果
指
標

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：454　施策名：だれもが利用しやすいまちをつくる】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

―
関係機関へ
の要請活動
（３回）他

関係機関へ
の要請活動
（３回）他

関係機関へ
の要請活動
（5回）他

延伸に向け
た取組みの
検討

％ ― ― ― ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

－ 完了 完了 完了 事業完了

％ 100 100 100 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

―
公共施設の
詳細検討

都市基盤施
設の方針検
討

都市基盤施
設の基本計
画の検討

都市基盤施
設の整備方
針の検討

％ 達成 達成 達成 ―

交
通
企
画
課

経
費

投入経費 千円 7,623 7,670 7,603 8,525

上記のうち
人件費

千円

A B

　西武新宿線の立体化を促進するために沿線
地域の交通施設の調査検討を行った。事業化
に至ってはいないが、外環の2の動向も踏ま
え、都などの関係機関との勉強会を行った。

A

関係機関と連携しながら立体化
の促進に資する調査・検討を行
い、早期に鉄道立体化を図るよ
う都に働きかけていく。

B

目標

AB B A

4,000 3,680 3,634 3,081

計
画
課

A A
事業化当初計画されていたとおり、順次高架化
が完了している。

A

本事業を円滑に進めるため、東
京都や㈱西武鉄道などの関係
機関と情報交換・共有化を密に
行い、区民と事業者間の調整に
努める。

B2
交通施設整備計画
推進事務（西武池
袋線立体交差）

道路と鉄道との連続
立体交差を行うこと
により踏切を除却し、
交通渋滞を解消する
とともに踏切事故を
なくし、分断されてい
た市街地の一体化を
図るため。

78

成
果
指
標

練馬高野台駅
～石神井公園
駅間の整備

3

交通施設整備計画
推進事務（西武新
宿線立体化推進事
業）

西武新宿線の立体
化を促進し、踏切を
除却することで、道
路と鉄道の立体化を
図るため

79

成
果
指
標

事業化推進に
向けた調査研
究および促進
活動

経
費

投入経費 千円

上記のうち
人件費

千円

B B A

8,000 11,680 11,534 11,534

目標

A A A

8,000 10,000 8,216 8,216

633,323 398,153 292,245 256,216

1
大江戸線延伸推進
事務

交通利便性の向上と
都市基盤の充実を図
るため

77

成
果
指
標

大江戸線延伸
に向けた活動
状況

大
江
戸
線
延
伸
推
進
課

経
費

投入経費 千円 26,663 32,493 29,914 23,196

上記のうち
人件費

千円

A B

大江戸線の導入空間である補助２３０号線は
全線で事業着手がされ、平成２５年度は土支
田地蔵西交差点から土支田通りまでの170ｍ
の区間が交通開放されるなど延伸に向けた周
辺環境は整いつつある。

A
国や都とも、より一層緊密に連
携しながら、新たな取り組みも工
夫していく。

B

目標

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：461　施策名：公共交通を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：461　施策名：公共交通を充実する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

―

事業主体・
課題解決
に向けた検
討　他

課題解決
に向けた検
討　他

課題解決
に向けた検
討

次期答申
に向けた課
題解決の
検討

％ ― ― ― ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

千人 853 886 933 956

％ 101.2 100.3 101 ―

交
通
企
画
課

経
費

投入経費 千円 4,300 2,940 2,275 300

上記のうち
人件費

千円

A B
沿線6区で構成するエイトライナー促進協議会
において、整備促進に向けた調査研究や関係
機関との調整を行った。

A

　沿線６区で活発な意見交換を
行いながら、次期答申に向けて
国や都の検討状況を踏まえ、実
現に向けた取り組みを行ってい
く。

B

目標

AB B A

4,000 2,640 1,975 0

4

交通施設整備計画
推進事務（エイトラ
イナー整備促進事
業）

エイトライナーの整
備促進を図ることに
より、羽田空港への
アクセスの向上、南
北交通問題の解消、
沿線地域のまちづく
りに資するため

80

成
果
指
標

中長期活動方
針（ｴｲﾄﾗｲﾅｰ
促進協議
会にて策定）
に基づいた活
動状況

5
交通施設整備計画
推進事務（みどりバ
ス事業）

既存路線バスを補完
し、交通弱者を含め
た区民の生活行動
力の向上や、公共公
益施設への利便性
の向上を図り、公共
交通空白地域を改善
するため。

81

成
果
指
標

年間バス利用
者数

目標

C

経
費

投入経費 千円 163,940 156,396 182,529 192,504

上記のうち
人件費

千円 4,000 15,840 15,721 15,563

公共交通空白地域の改善のため、路線の再編
などの検討、関係機関との協議など、より良い
事業の実施に向けて着実に取り組んでいる。

A

利用促進のために、以下の取組
を行う
１ 区の観光資源やねり丸を活用
した、利用促進策を検討し、実施
２ 鉄道とバスの乗換えのわかり
やすい案内表示を検討し、導入
３ 公共交通空白地域改善計画
における、これまでの取組を検
証、評価

B

交
通
企
画
課

A A A A



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

事
業
量

関係機
関、地元
住民等と
の調整

関係機
関、地元
住民等と
の調整

関係機
関、地元
住民等と
の調整

―

％ ― ― ― ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

㎡ 841 2,913 152 587

％ 216.8 128.4 21.9 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

％ 100 100 100 100

％ 100 100 100 ―

管
理
課

経
費

投入経費 千円 155,607 141,309 134,562 145,720

上記のうち
人件費

千円

A A
区民要望の高い事業であり、作業を効率的に
進めることにより着実な公道面積の増加がみ
られる。良好に進んでいるといえる。

A

公道化事業は、測量、図面作成
手続きを要するものである。今
後も、公道化に精通した職員の
育成を図り、作業委託を活用し
て公道化の手続きを迅速にすす
め、地域に密着した道路の管
理・整備の向上に努める。

B

目標

B A A

67,200 58,480 48,506 56,643

特
定
道
路
課

A B

　本事業については、必要性が高く、その効果
も大きいことから、継続して計画的・効率的に
進めていく必要がある。２５年度については当
初想定していた用地の取得が見送られることと
なったものの（成果欄の記載参照）、事業計画
上は支障をきたすものではなく、その他の未取
得箇所についても、収用委員会への裁決申立
て手続きも含め、それぞれの事業計画に沿っ
た適切な対応を行っている。

B

　用地取得交渉分野への業務
委託活用等、これまで改革改善
の取組みとして試みてきた結果
（効果や問題点等）を検証したう
えで、今後の新規事業化路線実
施化に向けた計画検討段階に
おける業務委託活用方針等に
活かす。

B2
都市計画道路の整
備（事業の実施）

　交通機能を十分に
確保しながら歩行者
の安全を図り、併せ
て良好な住環境の形
成をめざした街路整
備を行うため

82

成
果
指
標

取得した道路
用地

3 公道化促進事務

私道の公道化と既存
道路の拡幅を促進
し、生活環境の整備
を図るため

84

成
果
指
標

申請を受け要
件を備えた道
路について区
道の認定およ
び区域変更の
手続きを進め
た割合

経
費

投入経費 千円

上記のうち
人件費

千円

A A A

16,000 16,000 15,800 20,540

目標

B B B1

32,000 57,200 60,751 71,495

1,191,948 2,294,985 1,164,507 1,283,205

1

交通施設整備計画
推進事務（外かく環
状道路整備関連事
業）

東京外かく環状道路
の整備により、首都
圏全体の道路ネット
ワークの形成を促進
するとともに、外環の
２（地上部街路）の整
備により、区内の道
路ネットワークの形
成を促進するため。

83

成
果
指
標

外環本線事業
の促進に向け
た関係機関、
地元住民等と
の調整
外環の２（地上
部街路）の検
討に係る関係
機関、地元住
民等との調整

交
通
企
画
課

経
費

投入経費 千円 19,998 16,000 15,800 20,540

上記のうち
人件費

千円

A A
国や都と緊密な連携を図るとともに、区民要望
を踏まえた区としての働きかけを行うことなど
により、事業が着実に進捗している。

A

　東京外かく環状道路について
は、事業の進捗に伴う「対応の
方針」の確実な履行や適切な情
報提供を国等に求めていく。
　外環の２（地上部街路）につい
ては、都市計画の取り扱いを明
確にした上で、早期に整備が図
られるよう、都と連携し、整備促
進に取り組んでいく。

B

目標

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：462　施策名：道路交通ネットワークを整備する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

平成26年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：462　施策名：道路交通ネットワークを整備する】

事務
事業
番号

事務事業名 事務事業の目的

実
施
計
画
N
o

成果指標・経費　

実
施
体
制

評価
前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

㎡ 345 338 494 271

％ 119.4 77.9 371.4 ―

特
定
道
路
課

経
費

投入経費 千円 611,731 388,476 802,215 831,105

上記のうち
人件費

千円

A A

　　本事業については、必要性が高く、その効
果も大きいことから、継続して計画的・効率的
に進めていくことが求められている。平成２５年
度についても、国や都からの補助金を積極的
に活用するなど財政面にも配慮したうえで、順
調に事業進捗をはかっている。

B

　用地取得交渉分野への業務
委託活用等、これまで改革改善
の取組みとして試みてきた結果
（効果や問題点等）を検証したう
えで、今後の新規事業化路線実
施化に向けた計画検討段階に
おける業務委託活用方針等に
活かす。

B

目標

B AAB1

32,000 57,040 49,770 60,277

4
生活幹線道路の整
備（事業の実施）

　都市計画道路等の
幹線道路を補完し、
地区内から発生した
交通を集め、幹線道
路に導く主要な路線
として位置づけ、歩
行者の安全確保や
防災上の効果に配
慮した道路づくりを推
進するため

84

成
果
指
標

取得した道路
用地



単位 23年度 24年度 25年度 26年度

①
成
果

②
効
率
性

③
必
要
性

総
合
評
価 総合評価理由

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

箇所 16 20 20 20

％ 80.0 100.0 100 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

台 37,791 38,586 39,125 ―

％ 95.3 96.9 97.7 ―

実績 実績 実績

達成率 達成率 達成率

箇所 1 1 0 合意形成

％ 50 100 0 ―
A B

　改修整備箇所数を成果指標としており、２５
年度については整備工事に至った現場がなく
実績としては結果があがらなかったが、今後の
候補箇所の現地調査や改修計画策定、必要と
なる用地の取得交渉等は継続して行っており、
長期的視点では相応の進捗は見られるため。

特
定
道
路
課

B

目標

B B B1

8,000

B

　現段階では改修整備に至る以
前の調査や計画策定あるいは
用地取得交渉段階にある現場
が多く、ここ数年の間は実績値と
して大きな数値があがる見込み
こそないが、中長期的には着実
に効果をあげてきた事業でもあ
ることから引続き積極的に実施
していく。

0

交
通
安
全
課

A A

　新たな施設の整備や購入により一定の成果
が得られた。また、コストは前年を下回っており
効率性が高かった。
　今後も自転車利用者数の増加が予想される
ため、必要性はＡ評価である。
　自転車駐車場の利用料金で維持、管理、運
営を行い、利用者負担により事業を進めてい
る。

A

①放置禁止区域を適宜見直すと
ともに、駅周辺の区立公園等に
おける撤去について検討する。
②自転車駐車場の建設に補助
金等の導入をはかり区負担の軽
減を図る。
③短時間無料設定施設の利用
状況等の分析結果を蓄積し、今
後の施設整備に活かす。
④自転車走行環境モデル整備
路線の１路線（光が丘西大通り、
延長約1500ｍ）を整備し、効果を
検証する。

B

8,800 4,898

5,962 0
経
費

投入経費 千円 65,363 26,112

上記のうち
人件費

千円

2

自転車対策事務
（自転車駐車場の
整備および維持・管
理、放置自転車対
策）

　駅周辺の道路等の
通行障害となる通勤
通学による放置自転
車を解消し、歩行者・
自転車・自動車の安
全で円滑な通行と良
好な生活環境の確
保を図るため

86
87

成
果
指
標

駐車場利用台
数　(目標：乗
り入れ台数）
（実績：自転車
駐車場利用台
数）（達成率：
自転車駐車場
利用台数／乗
り入れ台数）

3
交通安全施設整備
事務（交差点局所
改修）

　交差点等の局所改
修を行うことにより、
歩行者の安全確保、
車両交通の円滑化を
図るため

85

成
果
指
標

抽出した改修
すべき交差点
の整備箇所

経
費

投入経費 千円 986,446 1,485,593

上記のうち
人件費

千円

B A A

12,000 12,400 711 1,975

目標

BD B A

48,000 61,200 72,917 61,225

1,416,690 2,171,710

1
交通安全施設整備
事務（歩行者横断
部改修）

安全で快適な歩行者
空間を確保するとと
もに魅力あるまち並
みを形成するため

85

成
果
指
標

歩行者歩道横
断部改良計画
に基づく整備
割合

計
画
課

経
費

投入経費 千円 23,392 16,969 10,640 12,343

上記のうち
人件費

千円

A A
成果・効率性・必要性のいずれの点から見ても
良好である。

A

・引き続き福祉のまちづくりサ
ポーターを対象とした報告会や
アンケートを活用し、意見を整備
に反映する。
・維持管理を担当する土木出張
所等と連携し、工事の必要な箇
所を効率的に抽出する。

B

目標
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実
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N
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実
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制
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前
年
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改
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案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
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担
当
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